




 在宅医療連携拠点事業の目的は、医療・介護が連携した、地域における 
包括的・継続的な在宅医療・介護の供給を目指すことである。 
 その背景には、高齢者の増加に伴い、病気を持ちつつも可能な限り住み慣
れた場所で自分らしく過ごせるよう、在宅医療の普及・推進が求められている
ことがある。それを受け、地域に在宅医療の連携拠点を設け、多職種協働に 
よる、在宅医療の支援体制を構築することが急務となったのである。 
  





 在宅医療を進めていく上での課題は、大きく四点挙げられる。今から述べる
課題への対応と在宅医療の普及、推進のための拠点として、在宅医療連携
拠点が設けられた。 
 まず第一点目は、 かかりつけ医の積極的な在宅医療への参加である。 
  →地域医療を担う、かかりつけ医が取り組めるよう促す  
  





 
 次に第二点目は、24時間対応の在宅医療提供体制の支援体制の整備で
ある。 
  → 1:緊急時のバックアップ病床の確保 

     2:かかりつけ医不在時の医療機関連携システム 

 



 第三点目は、医療・看護と介護・福祉の連携である。 

   →在宅での生活を支えるための多職種連携システム 

 



 
 最後に第四点目は、住民に対する在宅医療の普及活動である。 

  →在宅医療についての啓発活動 

 以上の課題への対応と在宅医療の普及・推進のための拠点として、在宅医 
療連携拠点が設けられたのである。 
 



 在宅医療連携拠点の活動のポイントを挙げる上で、市町村・医師会を巻き
込んだ活動が重要であると言える。活動のポイントは、四点挙げられる。 
 ①市町村単位で、かかりつけ医をはじめとした、多職種が参加する研修の 
   実施が効果的である。そして、研修実施にあたり、多職種参加への協力 
   を得る。 
 ②医師会からの推薦など 
   →継続的な研修の実施には医師会の関与が必須  
 ③在宅医療を担う医師の負担軽減の仕組みづくりには、医師会の協力が  
   必須 
 



 ④在宅療養を支えていくためには、多職種との連携が不可欠である。そし   
   て、看護・介護との連携を図るためには、介護保険の保険者である市町 
   村との協力関係が不可欠である。 
   ・市町村から、看護・介護関係者の出席の呼びかけ 
    →行政が指導しモデルを示していくことが重要 
 



 都道府県リーダー研修について、2012年7月11日「在宅医療連携拠点事業
説明会」では、以下の説明がなされた。 
 ・最近の在宅医療の動向 
 ・拠点事業のタスク 
 ・先駆的な取り組み など 
 ・拠点事業を進める上でお願いしたい役割 
  →都道府県医師会 
  →拠点所在の郡市医師会 
  →都道府県 
  →拠点所在の市町村 
 



 これらを踏まえ、都道府県リーダー研修の内容を説明する。 
 ①在宅医療推進の担い手である医師に対する動機づけ研修のモデルプロ 
   グラム提示 
    →【研修手法】 講義、DVD、模擬グループディスカッション 

 
    →各拠点の抱える、在宅医療を進めていく上での課題の克服について 
    の学習の実施 
     【学習手法】 グループワーク 
 
 ②拠点を活かした、在宅医療の面展開の方法 
   →【学習手法】 講義、質問紙調査の結果を踏まえた、グループディスカッ 
                     ションの実施 
 



 各地の研修の成果を基にした、効果的な研修プログラムの２つの枠組み
として、 
 
 ①顔の見える関係の構築 
   →地域の医師を含めた多職種連携の構築 
 ②同行訪問 
   →実際の在宅医療の現場へ 
    →医師の在宅医療参入への動機づけと行動変容に大きく関与すること 
  
が挙げられる。 





 都道府県の方々にお願いしたい役割として、拠点への積極的関与がある。 
具体的には、以下の通りである。 
 ①本日、提示した研修プログラムの実施と拠点の拡充 
 ②全市町村、全郡市医師会に対する、地域リーダー研修への参加の働き 
    かけ 
 ③都道府県医師会と連携した拠点設置の働きかけ 
 



④市町村への働きかけ 
  １：各市町村での拠点設置に向けた取り組みの促し 
  ２：拠点の行う研修会への介護事業者等の参加要請や会場の確保など 
      積極的な関わり、介護事業所のまとめ役としての市町村への指導 
 



 都道府県医師会の方々にお願いしたい役割として、2点挙げられる。 
①地域リーダー研修の円滑な運営への支援 
②在宅医療連携拠点の行う、多職種連携の研修会への積極的な関わり 
   →拠点が行う研修へ、推薦して医師を出し、継続的に参加を促す 
  →行政と連携した拠点設置への働きかけ 
 








